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公告第 ２ ３ 号 

 

一般競争入札を実施するので 、 地方自治法施行令 （ 昭和 ２ ２ 年政令第 １ ６ 号 ） 第 １ ６ ７ 条の ６ 第

１ 項及び遠賀 ・ 中間地域広域行政事務組合財務規則 （ 昭和 ５ ４ 年規則第 ２ ０ 号 ） 第 ９ ６ 条の規定に

基づき 、 次の と お り 公告する 。  

 

令和  ８ 年  ８ 月  ３ １ 日 

 

遠賀 ・ 中間地域広域行政事務組合 

代表理事     美  浦  喜  明 

 

１ ． 入札に付する事項 

（ １ ）  工事名     リ サ イ クルプラザプ ラ スチ ッ ク製容器包装ス ト ッ ク ヤード ・  

計量棟建屋外部改修工事 

（ ２ ）  工事場所    福岡県中間市大字垣生1300番地 

（ ３ ）  工事概要    防水機能の維持を目的 と し た外壁 ・ 屋根等の改修工事 

（ ４ ）  工期      契約締結日の翌日から令和 ９ 年 ３ 月 ３ １ 日まで 

（ ５ ）  予定価格    一金   42,710,000 円 （ 消費税及び地方消費税を除 く 。）  

（ ６ ）  最低制限価格  一金   39,246,000 円 （ 消費税及び地方消費税を除 く 。）  

 

２ ．入札に参加する者に必要な資格 

本工事の入札に参加する者に必要な資格は、次に掲げるとおりとする。 

（ １ ）  令和７・８年度遠賀・中間地域広域行政事務組合競争入札参加有資格者名簿（以下「有

資格者名簿」という 。） 建設工事に登録されていること。 

（ ２ ）  （１）のうち、有資格者名簿に登録されている「建築一式工事」の格付等級が、Aラン

ク、Bランク、Cランクのいずれかであること。 

〔注〕 格付等級については、令和８年５月２２日に郵送した「一般（指名）競争入札参加 

資格認定通知書（建設工事 ）」 内の、工種区分「建築」の格付等級を参照すること。 

（ ３ ）  中間市又は遠賀郡内に本社 、 若し く は支店等の営業所を有する こ と 。  

〔注〕  営業所 と は 、 建設業許可申請の際に申請し た営業所のこ と をいい 、 有資格者名簿上

では中間市外又は遠賀郡外で登録し ているが 、 中間市内又は遠賀郡内に本社 、 支店等

の営業所があ る場合は申請可 とする 。  

（ ４ ）  地方自治法施行令第 １ ６ ７ 条の ４ の規定に該当し ない こ と 。 

（ ５ ）  遠賀 ・ 中間地域広域行政事務組合建設工事その他の契約に係る登録業者の指名停止措置

要綱に基づ く 指名停止期間中 （ 入札日までに指名停止基準に該当する こ と と なった場合を含

む 。） でない こ と 。   

（ ６ ）  手形交換所によ る取引停止処分を受けてか ら ２ 年間を経過し ない者又は本工事の入札日

前 ６ ヶ月以内に手形 、 小切手を不渡 り し た者でない こ と 。  

（ ７ ）  会社更生法 （ 平成 １ ４ 年法律第 １ ５ ４ 号 ） に基づ く 更生手続開始の申立又は民事再生法

（ 平成 １ １ 年法律第 ２ ２ ５ 号 ） に基づ く 民事再生手続開始の申立がな されている者 （ 更生手続

開始又は民事再生手続開始の決定を受けた後 、 競争入札参加資格の再認定を受けた者を除

く 。） でない こ と 。  
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（ ８ ）  次のいずれにも該当し ない者であ る こ と 。  

ア  有資格者の役員等 （ 法人の場合は 、 非常勤役員を含む役員並びに支配人及び支店若し く は

営業所の代表者 、 その他の団体の場合は 、 法人の役員等と 同様の責任を有する代表者及び理

事等 、 個人の場合は 、 その者並びに支配人及び営業所の代表者 。） が暴力団員であ る場合 、

又は暴力団員が経営に事実上参加し ている と 認められる者 。  

イ  自社 、 自己若し く は第三者の不正な利益を図 り 、 又は第三者に損害を加え る目的を も って 、

暴力団の威力又は暴力団関係者を利用する など し ていた と 認められる者 。  

ウ  暴力団 、 暴力団関係者若し く は暴力団 、 暴力団関係者が経営又は運営に関与し ている と認

められる法人 、 組合等に対し て 、 資金等を提供し又は便宜を供与する など積極的に暴力団の

維持運営に協力し 、 若し く は関与し ている と 認められる者 。  

エ  暴力団又は暴力団関係者と 社会的に非難されるべき関係を有し ている と 認められる者 。  

オ  暴力団又は暴力団関係者であ る こ と を知 り なが ら 、 これを不当に利用する など し ている と

認め られる者 。 

（ ９ ）  入札日において 、 経営事項審査の有効期限が切れていない者であ る こ と 。  

（ 10 ）  本工事に係る設計業務の受託者 と 資本関係又は人的関係がない建設業者であ る こ と 。  

    設計業務受託者名  九和設計株式会社 

（ 11 ）  入札に参加し よ う と する者同士の間に資本関係又は人的関係がない こ と 。  

（ 12 ）  本工事に係る主任技術者等 （ 申請時において ３ ヶ月以上の直接的かつ恒常的雇用関係に

あ る者 ） を配置する こ と 。  

 

３ ． 契約に関する事務を担当する部署の名称及び所在地 

（ １ ）  入札手続に関する こ と 

遠賀郡遠賀町大字今古賀 ６ ０ ３ 番地の １  

遠賀 ・ 中間地域広域行政事務組合  総務課財政係 

電話番号  （ ０ ９ ３ ） ２ ９ ３ － ３ ５ ８ １    

Ｆ Ａ Ｘ   （ ０ ９ ３ ） ２ ９ ３ － ２ １ ６ ２  

（ ２ ）  工事に関する こ と 

遠賀郡遠賀町大字今古賀 ６ ０ ３ 番地の １  

遠賀 ・ 中間地域広域行政事務組合  業務第 ２ 課工務係 

電話番号  （ ０ ９ ３ ） ２ ９ ３ － ３ ５ ８ １  

Ｆ Ａ Ｘ   （ ０ ９ ３ ） ２ ９ ３ － ２ １ ６ ２  

 

４ ． 入札参加申請手続   

（ １ ）  入札参加を希望する者は 、 入札参加資格審査申請書 （ 以下 「 申請書 」 と い う 。） 及び入

札参加資格審査資料 （ 以下 「 資料 」 と い う 。） を提出し 、 入札参加資格が有る こ と の確認を受

けなければな ら ない 。  

（ ２ ）  公告及び受付期間 

令和 ８ 年 ８ 月 ３ １ 日 （ 月 ） か ら令和 ８ 年 ９ 月 １ １ 日 （ 金 ） までの土 、 日曜日及び祝日を除 く 、

午前 ９ 時から午後 ５ 時 １ ５ 分まで （ ただし 、 正午か ら午後 １ 時までを除 く 。）  

（ ３ ）  受付場所 

３ の （ １ ） の部署 と する 。  
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（ ４ ）  資料の内容 

ア  配置予定技術者の資格 ・ 工事経歴調書 （ 複数の申請を可と する 。）  

なお 、 次を添付する こ と 。  

・  当該工事に係る資格を有する こ と が判断でき る証明書又は免許証の写し 

・  申請者 と 配置予定技術者に ３ ヶ月以上直接的かつ恒常的な雇用関係があ る こ と を確認 

でき る書類 （ 監理技術者資格者証 、 住民税特別徴収税額通知書 、 健康保険 ・ 厚生年金 

被保険者標準報酬決定通知書 、 所属会社の雇用証明書のいずれか ） の写し 

イ  資本関係 ・ 人的関係調書 

※ 設計業務受託者 （ 九和設計株式会社 ） または入札に参加する者と の間に資本 

関係 ・ 人的関係ない こ と の調書 

ウ  誓約書 

エ  当該工種の建設業許可書の写し及び営業所一覧表 〔 別紙二 （ ２ ）〕の写し 

（ ５ ）  入札参加資格審査の結果は 、 入札参加資格確認通知書によ り 、 令和 ８ 年 ９ 月 １ ８ 日 （ 金 ）

に発送 、 通知する 。 

（ ６ ）  申請書及び資料の配布等 

ア  申請書及び資料の様式等の配布は 、 この公告の日から令和 ８ 年 ９ 月 １ １ 日 （ 金 ） まで 、 遠

賀 ・ 中間地域広域行政事務組合ホームページにて行 う 。  

イ  申請及び資料作成にかかる費用は 、 申請者の負担と する 。  

ウ  申請の際に 、 入札参加資格確認通知書を送付するための返信用封筒を提出する こ と 。  

エ  返信用封筒の表には 、 申請者の郵便番号 、 住所 、 商号及び担当者名を記載し 、 １ １ ０ 円切

手を貼付し てお く こ と 。  

オ  申請書等は説明のでき る者が持参する こ と 。  

 

５ ． 入札参加資格を認められなかった者に対する理由の説明 

（ １ ）  審査の結果 、 入札の参加資格を認められなかった者は 、 入札参加無資格理由の説明を求

める申請書によ り 、 組合に対し てその理由の説明を求める こ と ができ る 。 

（ ２ ）  説明を求める場合は 、 令和 ８ 年 ９ 月 ３ ０ 日 （ 水 ） の午後 ５ 時 １ ５ 分まで （ ただ し 、 正午

か ら午後 １ 時までを除 く 。） に申請書を提出し なければな ら ない 。 なお 、 申請書は持参と し 、

提出先は ３ ． （ １ ） の部署 と する 。  

（ ３ ）  説明を求められた と きは 、 令和 ８ 年 １ ０ 月 ６ 日 （ 火 ） までに説明を求める者に対し て 、

入札参加無資格理由説明書によ り 回答する も の とする 。  

 

６ ． 設計図書等の閲覧及び配布 

本工事に係る設計図面及び仕様書 （ 以下 「 設計図書等 」 と い う 。） の閲覧及び配布を次の と お

り 行 う 。  

（ １ ）  設計図書等の閲覧 

ア  閲覧期間   

公告の日から令和 ８ 年 ９ 月 １ １ 日 （ 金 ） までの土 、 日曜日及び祝日を除 く 、 午前 ９ 時から

午後 ５ 時 １ ５ 分まで （ ただし 、 正午から午後 １ 時までを除 く 。）  

イ  閲覧場所   

３ ． （ １ ） の部署で行 う 。  
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（ ２ ）  設計図書等の配布 

設計図書は入札参加申請時に Ｃ Ｄで配布し 、 入札時に返却する も の と する 。  

なお 、 Ｃ Ｄの複写は厳禁と する 。 

 

７ ． 設計図書等に関する質問及び回答 

（ １ ）  入札参加資格確認通知書によ り 参加資格を有する と 認められた者で 、 本工事の内容につ

いて質問があ る場合は 、 書面 （ 様式は自由 ） によ り FAXにて提出する こ と 。  

 なお 、 質問が無い場合も その旨をFAXする こ と 。  

ア  提出期限 

令和 ８ 年 １ ０ 月 ９ 日 （ 金 ） の午後 ５ 時 ０ ０ 分まで 

イ  提出先   

３ ． （ ２ ） の部署宛 と する 。  

（ ２ ）  なお 、 質問に対する回答は 、 令和 ８ 年 １ ０ 月 １ ９ 日 （ 月 ） の午後 ５ 時 １ ５ 分までにFAX

にて回答する 。  

  

８ ． 入札 、 開札の日時及び場所 

（ １ ）  入札 

ア  日時  令和 ８ 年 １ ０ 月 ２ ６ 日 （ 月 ）  午後 ２ 時 ０ ０ 分 

イ  場所  福岡県中間市大字垣生１３００番地   

中間 ・ 遠賀 リ サイ ク ルプラザ （ ２ 階大会議室 ）  

ウ  入札開始時刻に遅れた場合は 、 入札に参加する こ と ができ ない 。  

エ  入札参加資格確認通知書又はその写し を持参する こ と 。  

オ  入札参加資格を認められた者全員が辞退し た場合 、 若し く は入札参加者が １ 者になった 

場合は入札を中止する 。  

カ  入札保証金は 、 免除する 。  

  ただ し 、 落札者が契約を締結し ない場合は 、 落札金額の 100 分の 5 に相当する額を違約金   

   と し て徴収する 。  

キ  入札参加者数及び入札者名の入札前における事前公表は行わず 、 契約締結後に公表する も

の と する 。  

ク  入札者 （ 代理人 ） 以外の入札会場への立入は認めない 。  

（ ２ ）  入札の方法 

ア  代理人によ る入札の場合は 、 入札時に委任状を提出する こ と 。  

イ  入札回数は 、 １ 回 と する 。  

ウ  入札書に記載された金額に当該金額の １ ０ ０ 分の １ ０ に相当する額を加算し た金額 （ 当該

金額に １ 円未満の端数があ る と きは 、 その端数金額を切 り 捨てた額 ） を も って落札額 とする

ので 、 各入札者は 、 消費税及び地方消費税にかかる課税業者であ るか 、 免税業者であ るかを

問わず 、 見積も った契約希望金額の １ １ ０ 分の １ ０ ０ に相当する金額を入札書に記載する こ

と 。  

エ  入札書は封筒に入れて提出する こ と とする 。 入札書の封筒の表には 、 入札件名と 「 入札書 」

と い う 文字を記載し 、 の り 付け厳封の上 、 入札参加者 （ 代理人 ） の印鑑で封印する こ と 。 

オ  入札に際し 、 入札書に記載されている入札価格に対応し た 、 工事費内訳書を入札時に提出

する こ と 。  
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〔 注 〕  提出し ない場合は 、 入札に参加する こ と ができ ない 。  

カ  自社様式で作成する場合は 、 項目内容を合わせて作成する こ と 。  

キ  入札書と 内訳書に記載する総額は同額になる もの と する 。 ただし 、 内訳書に違算等があ り

不明瞭であ る場合は 、 入札書の総額表記を最優先と する 。  

ク  工事費内訳書には提出者の住所氏名を記載 、 押印し 、 入札書 と一緒に提出する こ と （ 入札

書 と 同じ封筒に入れて提出可 ）。  

ケ  工事費内訳書は返却し ない 。 

コ  入札参加資格審査を受け 、 入札参加資格を有する と認められた者であって も、入札辞退届

を入札執行時刻までに財政係へ提出することにより、自らの意思で入札を辞退することがで

きることとし、辞退した者はこれを理由として以後の指名等について不利益な取扱いを受け

るものではない。  (辞退届の提出は郵送可。ただし、入札時刻までに到着するようにするこ

と。 )  

（ ３ ）  入札の無効 

 次のア～コに該当する行為があった場合は 、 その者の入札を無効と する 。  

ア  金額の記載がない と き 。  

イ  法令又は入札に関する条件に違反し た と き 。 

ウ  同一入札者が ２ 以上の入札を し た と き 。  

エ  入札書が所定の場所及び日時に到着し ない と き 。 

オ  入札書に入札者又はその代理人の記名押印がな く 、 入札者が判明でき ない と き 。  

〔 注 〕  入札書を封入の際に記名または押印漏れがないか 、 十分確認する こ と 。  

    特に代理人 （ 委任状を提出する場合 ） が入札者と なる場合 、 代理人の記名押印漏

れについて も入札が無効と な る ため十分確認する こ と 。  

    入札後の押印 、 署名等は一切認めず無効と する 。  

カ  金額の重複記載 、 誤字又は脱字があって必要事項を確認でき ない と き 。  

キ  予定価格を超える入札を し た と き 。  

ク  最低制限価格に満たない入札を し た と き 。  

ケ  申請書等に虚偽の記載を し た と き 。  

コ  入札時において 、 入札参加資格を認められなかった と き 。  

※ 入札参加資格審査時に入札参加資格が有る と 確認された者であって も 、 入札時に入札

参加資格を満た さ ない場合は入札に参加でき ない 。  

サ  無効の入札を行った者を落札者 と し ていた場合には 、 落札決定を取 り 消すも の と する 。  

シ  無効 と なる行為があった場合は 、 指名停止措置の対象と な り 得る 。  

（ ４ ）  開札 

 入札後その場にて 、 直ちに開札する 。 

（ ５ ）  落札の決定 

予定価格 と 最低制限価格の範囲内で 、 最低の価格を も って入札し た者を落札者 とする 。  

ただし 、 最低の価格が ２ 者以上あ る と きは 、 地方自治法施行令第 １ ６ ７ 条の ９ の規定に基づ

き 、 く じによ り 落札者を決定する 。  

 

９ ． 契約の締結 

落札者は 、 入札後速やかに契約を締結する も の と し 、 契約保証金を預託し なければな ら ない 。 
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10 ． 契約保証金 

落札者は契約金額の １ ０ ０ 分の １ ０ 以上の契約保証金を現金及び小切手 （ 銀行振出分 ） 等によ

り 納めなければな ら ない 。  

  ただ し 、 遠賀 ・ 中間地域広域行政事務組合財務規則 ７ ９ 条及び遠賀 ・ 中間地域広域行政事務組

合契約事務運用要綱第 ７ ９ 条関係の規定に該当する場合は 、 納付を免除する こ と ができ る 。  

なお 、 契約保証金は当該契約の履行後 、 速やかに返還する も の と する 。  

 

11 ． 支払いの条件 

（ １ ）  前払金    

前払金保証事業会社 と 保証契約を締結し た場合に限 り 、 請負代金相当額の ４ ０ ％以内の金額

を前払金 と し て請求する こ と ができ る 。   

（ ２ ）  部分払 

有 り 。 ただし 、 １ 回以内と する 。  

 

12 ． その他 

（ １ ）  現場説明会は 、 実施し ない 。  

（ ２ ）  提出された資料は 、 返却し ない 。 

（ ３ ）  入札及び契約の手続きにおいて使用する言語及び通貨は 、 日本語及び日本国通貨 とす 

る 。  

（ ４ ）  落札者は 、 本入札に参加し た業者と 下請契約する こ と を原則禁止する 。  

（ ５ ）  地元業者育成の観点か ら次の点に配慮する こ と 。  

ア  工事等の一部を下請によ る施工 とする場合は 、 で き る限 り 中間市又は遠賀郡内に本店 、 支

店等の営業所を有する業者へ発注する よ う に努める こ と 。  

イ  下請発注に際し ては 、 適正な価格で請け負わせ 、 下請代金を適正な時期に支払 う 等 、 建設

業法等の関連法令を厳守する こ と 。  

ウ  工事の施工に必要な建設資材 、 建設機械等の購入や借入れ並びに物品等の購入は 、 でき る

限 り 中間市又は遠賀郡内に本店 、 支店等の営業所を有する業者へ発注する よ う に努める こ

と 。  



工事概要書

１．施設概要
(1) 施設名称：中間・遠賀リサイクルプラザ

中間市大字垣生1300番地(2) 施設住所：
(3) 施設用途：一般廃棄物再資源化施設
(4) 建物名称：計量棟(平成13年3月竣工)

プラスチック製容器包装ストックヤード棟(平成19年3月竣工)

２．工事概要
(1) 工事名称 プラスチック製容器包装ストックヤード・計量棟建屋外部改修工事

(2) 工事対象建物
a) プラ棟 主要構造：鉄骨造

階 数：地上2階建て
延床面積：986.75㎡
屋 根：折板葺きH=85（ガルバリウム鋼板t=0.8）
外 壁：上部（ALC横張り 、下部（コンクリート打放））

b) 計量棟 主要構造：鉄骨造
階 数：地上1階建て
延床面積：97.36㎡
屋 根：特殊瓦棒葺き

総延床面積：1,084.11㎡

(3) 工期 ５カ月を予定

(4) 工事内容
a)プラ棟

・屋根の改修：塗装の塗替え

・外壁の改修：塗装の塗替え(ALC版)
：クラック補修の上、塗装の塗替え(RC打放し(腰壁部))
：シーリング打替え

建具の改修：シーリング打替え(建具廻り)・
：塗装の塗替え(スチールドア・シャッター)

( )・その他改修：塗装の塗替え 樋・ガードパイプ・設備ボックスなど

b)計量棟

・屋根の改修：塗膜防水、塗装の塗替え

・天井の改修：塗装の塗替え
：照明器具撤去部補修

(既存柱型・既存根巻・ )・その他改修：塗装の塗替え 樋・既存操作盤など

・電気設備の改修：既存照明器具の撤去



（様式第 1号） 

 

      入札参加資格確認申請書 

 

令和    年   月   日 

 

遠賀・中間地域広域行政事務組合 代表理事 様 

 

住   所 

商号又は名称 

代表者氏名              

 

 

 令和８年８月３１日付で入札公告のありました下記の一般競争入札に参加したいので、

下記書類を添えて申請します。 

 なお、入札参加資格の要件をすべて満たしていること並びに本申請書及び添付書類のす

べての記載事項は、事実と相違ないことを誓約します。 

 

                    記 

 

１．工 事 名    

  リ サイ ク ルプラザプラ スチ ッ ク製容器包装ス ト ッ ク ヤー ド ・ 計量棟建屋外部改修工事 

 

２．添付書類         

（１） 配置予定技術者の資格 ・ 工事経歴調書 （ 複数の申請可と する 。）  

   ※次の書類を添付する こ と 。  

・ 当該工事に係る資格を有する こ と が判断でき る証明書又は免許証の写し 

・ 申請者 と 配置予定技術者に ３ ヶ月以上直接的かつ恒常的雇用関係があ る 

こ と が確認でき る書類 （ 監理技術者資格者証 、 住民税特別徴収税額通知書 、

健康保険 ・ 厚生年金被保険者標準報酬決定通知書 、 所属会社の雇用証明書

のいずれか ） の写し 

（ ２ ）  資本関係 ・ 人的関係調書 

（ ３ ）  誓約書 

（ ４ ）  当該工種の建設業許可書の写し及び営業所一覧表 〔 別紙二 （ ２ ）〕の写し 

（ ５ ）  返信用封筒 （ 表には 、 申請者の郵便番号 、 住所 、 商号及び担当者名を記載し 、  

１ １ ０ 円切手を貼付し てお く こ と 。）  

 



（様式第３号） 

 

配置予定技術者の資格・工事経歴調書 

 

住   所 

商号又は名称 

代表者氏名                  

 

技術者区分 監理技術者・主任技術者 

氏  名  

必要な資格・

免 許 

・             （経験年数    年）  

・             （経験年数    年） 

取得年月日  昭和・平成・令和   年  月  日 

工 事 経 験 

工 事 名    

施工場所    

発 注 者    

契約金額 円 円 円 

工    期 
   年   月  日から 

   年   月  日まで 

   年   月  日から 

   年   月  日まで 

   年   月  日から 

   年   月  日まで 

備    考 
 

 
  

（注） 

１ 次の書類を添付すること。 

・本工事に係る技術者の資格を有することが判断できる証明書又は免許証の写し 

・申請者と配置予定技術者に３ヶ月以上直接的かつ恒常的雇用関係があることが確認できる書類

（監理技術者資格者証、住民税特別徴収税額通知書、健康保険・厚生年金被保険者標準報酬 

決定通知書、所属会社の雇用証明書のいずれか）の写し 

２ 工事経験は、必要に応じ、追加して記載することができる。 



（様式第７号） 

 

資本関係・人的関係調書 
 

令和  年  月  日 

 

所在地 

商号又は名称 

代表者                

 

申請日現在において、他の遠賀・中間地域広域行政事務組合競争入札参加有資格者と

の資本関係及び人的関係は、次のとおり相違ありません。 

 

１ 資本関係又は人的関係     あり   なし （どちらかに○印） 

   

２ 資本関係に関する事項 

① 会社法第２条第４号の規定による親会社 

商号又は名称  

 

 

② 会社法第２条第３号の規定による子会社 

商号又は名称  

 

   

③ ①に記載した親会社の他の子会社（自社を除く） 

商号又は名称  

 

 

３ 人的関係に関する事項 

  役員等の兼任の状況 

当社の役員等 兼任先及び兼任先での役職 

役職 氏名 商号又は名称 役職 

    

    

    

    

※ 上記内容に変更が生じた場合は、変更後の内容を記載した調書を速やかに総務課財

政係に提出すること。 



（様式第８号） 

 

誓 約 書 
 

遠賀・中間地域広域行政事務組合代表理事 様 

 

 

リサイクルプラザプラスチック製容器包装ストックヤード・計量棟建屋外部改修工事の一般競

争入札に係る入札参加資格確認申請にあたり、下記の事項について誓約します。 

なお、当該誓約事項に反することが判明した場合は、この申請及び入札を無効とさ

れても異議はありません。 

 

記 

 

 

１．入札参加資格確認申請書及び提出資料等について、事実と相違ないこと。 

 

 

２．入札公告に記載された当該案件の入札参加資格をすべて満たしていること。 

 

 

 

 

 

令和  年  月  日 

 

申請者  住 所 

 

           氏 名                     



様

リサイクルプラザプラスチック製容器包装ストックヤード・計量棟建屋外部改修工事

上記の入札について、下記の者を私の代理人と定め一切の権限を委任いたします。

代理人氏名

住所

会社名

代表者名 印

令 和 8 年 10 月 26 日

委 任 状

遠賀・中間地域広域行政事務組合
代 表 理 事 美 浦 喜 明

入 札 件 名

代理人の印鑑



様

印

入 札 書

令 和 8 年 10 月 26 日

遠賀・中間地域広域行政事務組合

代 表 理 事 美 浦 喜 明

住 所

百 十 円

商 号 等

入 札 人 氏 名

（代理人氏名）

億 千万 百万 拾万 万 千

上記の入札金額は、見積もった契約希望金額の１１０分の１００の金額です。

業 務 名

上記金額をもって納入いたしたく、遠賀・中間地域広域行政事務組合財務規則を遵守し入札
いたします。

業 務 場 所 【 中間・遠賀リサイクルプラザ】福岡県中間市大字垣生1300番地

リサイクルプラザプラスチック製容器包装ストックヤード・計量棟建屋外部改修工事



所　 在 　地

商号又は名称

代表者役職名

代表者氏名

※工事価格と入札金額は同額となります。見積った契約希望金額の１１０
分の１００の金額を記載してください。

工事価格

見　積　金　額　　（円）工　種　等

直接工事費

共通仮設費

現場管理費

一般管理費

工 事 費 内 訳 書

工 事 名

履 行 場 所

リサイクルプラザプラスチック製容器包装ストックヤード・計量棟建屋
外部改修工事

福岡県中間市大字垣生1300番地 【 中間・遠賀リサイクルプラザ】



様

上記の入札について、入札参加申請を行いましたが、下記により辞退いたします。

住所

会社名

代表者名 印

令和 年 月 日

入 札 辞 退 届

遠賀・中間地域広域行政事務組合
代 表 理 事 美 浦 喜 明

入 札 件 名

辞 退 理 由

リサイクルプラザプラスチック製容器包装ストックヤード・計量棟建屋
外部改修工事



様

上記の入札について、下記の者を私の代理人と定め一切の権限を委任いたします。

代理人氏名 △△　△△

住所 遠賀郡○○町○○番地

会社名 ○○○○株式会社

代表者名 ○○　○○ 印

代理人の印鑑

令 和 ○ ○ 年 ○ 月 ○ 日

委 任 状 （ 記 載 例 ）

遠 賀 ・ 中 間 地 域 広 域 行 政 事 務 組 合
代 表 理 事 ○ ○ ○ ○

入 札 件 名 ○ ○ ○ ○ ○ 工 事

1.入札に代表者が参加出来ない場合は委任
状が必要となります。代表者が参加される場合
は提出の必要はありません。

３.入札に参加される方（代理人）の印鑑（私印）を押
印します。

 ２．入札に参加される方(代理人）の氏名を記入
します。

４．住所、会社名を記入し、入札参加資格
審査申請時の使用印鑑届（第３号様式）で
届け出た印鑑を押印します。



様

○○郡○○町○○番地
○○○○株式会社
△△　△△ 印

上記の入札金額は、見積もった契約希望金額の１１０分の１００の金額です。

上記金額をもって納入いたしたく、遠賀・中間地域広域行政事務組合財務規則を遵守し
入札いたします。

入 札 書 （ 記 載 例 ）

令 和 ○ ○ 年 ○ 月 ○ 日

遠賀・中間地域広域行政事務組合

住 所

商 号 等

入 札 人 氏 名

代 表 理 事 ○ ○ ○ ○

（ 代 理 人 氏 名 ）

億 千万 百万 拾万 万 千 百 十 円

￥ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

工 事 名 ○○○○○工事

工 事 場 所

 １.入札に参加される方の氏名を記入します。

２.入札に代表者が参加される場合は、入札参加資
格審査申請時の使用印鑑届（第３号様式）で届け出
た印鑑を押印します。

３.代理人が入札に参加される場合は、別紙委任状
の代理人の印鑑欄で使用した印鑑を押印します。

４.消費税抜きの金額を記入してください。
予定価格を超える金額、最低制限価格未満での金額は無効
となりますのでご注意下さい。

５.入札に際し、入札書に記載されている入札価格に対応し
た、工事費内訳書を提出して下さい。工事費内訳書には商
号又は名称、代表者氏名を記載し、入札書と一緒に提出（入
札書と同封して提出可）して下さい。



遠賀・中間地域広域行政事務組合財務規則第７９条（契約保証金）

１ 契約担当者は、組合と契約を締結する者をして契約金額の１００分の１０以上の契約保証

金を納めさせなければならない。ただし、次に掲げる場合には、契約保証金の全部又は一部

を納付させないことができる。

（１）契約の相手方が保険会社との間に組合を被保険者とする履行保証保険契約を締結したと

き。

（２）契約の相手方が過去２年の間に組合と種類及び規模をほぼ同じくする契約を数回以上に

わたって締結し、これらをすべて誠実に履行し、かつ、契約を履行しないこととなるおそ

れがないと認められるとき。

（３）法令に基づき延納が認められる場合において、確実な担保が提供されたとき。

（４）物品を売り払う契約を締結する場合において、売り払い代金が即納されたとき。

（５）随意契約を締結する場合において、契約金額が少額であり、かつ、契約の相手方が契約

を履行しないこととなるおそれがないとき。

２ 契約保証金の納付は、国債のほか次に掲げる担保の提供をもって変えさせることができる。

（１）鉄道債券、その他の政府保証債

（２）銀行が振り出し又は支払保証をした小切手

（３）代表理事が確実と認める社債

（４）銀行又は代表理事が確実と認める金融機関が引受保証した手形

（５）銀行又は代表理事が確実と認める金融機関に対する定期預金債権

３ 契約の相手方が入札の際、入札保証金又はこれに変わる担保を納付又は提供している場合

は、これをを契約保証金又は担保に充当することができる。

４ 契約内容の変更により契約金額の３割以上の増減額を生じたときは、これに相当する契約

保証金又はこれに変わる担保を追加して、納付若しくは提供させ又は契約の相手方の請求に

よりこれに相当する金額又は担保を還付するものとする。

５ 契約保証金又はこれに変わる担保は、当該契約の履行後還付する。

遠賀・中間地域広域行政事務組合契約事務運用要綱第７９条関係

１ １件の契約金額が１，０００万円未満について、契約の相手方が契約を履行しないことと

なるおそれがないと認められるときは、契約保証金を免除する。

２ 第１項第１号の履行保証保険契約の締結以外に、次に掲げる保証の提供をもって契約保証

金の納付に代えさせることができる。

（１）契約の相手方から委託を受けた保険会社と工事履行保証（履行ボンド）契約を締結した

とき。

（２）公共工事の前払金保証事業に関する法律（昭和 27 年法律第 184 号）第 2 条第 4 項に規定
する保証事業会社の保証

３ 第１項第１号の履行保証保険契約に係る保証（保険金額）金額は、契約保証金の額（契約

金額の１００分の１０以上）であること。

４ 第１項第２号中「組合」とは、組合以外の地方公共団体又は国を含むものであること。「種

類」とは、建設工事にあっては、建設業法（昭和 24 年法律第 100 号）別表の区分の種類をい
い、「規模」とは、契約金額を指し、「数回以上」とは、「２回以上」を意味するものである

こと。「規模を同じくする」とは、建設工事については、等級別に格付されている場合は、

格付区分の金額の範囲を、その他の業務にあっては、当該入札に係る見積金額の２割に相当

する金額より高い金額又は低い金額の範囲をいうものであること。

５ 組合以外の地方公共団体との間における契約について、その者が過去２年の間に種類及び

規模をほぼ同じくする契約を数回以上にわたって締結し、かつ、これらをすべて誠実に履行

したか否かは、当該発注者の証明書（別紙様式）を提出させ確認すること。




